
 

第３章 施策展開の方向性 

- 44 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆施策展開の方向性 
 

① 次世代の学校づくり 
 

生野区の教育環境を充実するために、産官学と地域の連携を図り、各学校の

課題や特色に応じた多様性に富んだ質の良い教育支援ができる仕組みを構築し

運用します。 

具体的には、未来を生き抜く力の育成の視点に立ち、これまでも取り組んで

きた性・生教育やキャリア教育の講師派遣の充実を図るとともに、コロナ禍で

も継続できる職業体験などを通して、主体的・対話的で深い学びを目的とした

プログラムの提供を行います。 

また、教員が学びあうための環境整備・学校支援・研修など教員の指導力向

上の取組への支援を行います。 

学校配置の適正化については「大阪市立学校活性化条例」に基づいて引き続

き進めていきます。 

 

 

 

 

 

生野のまちで学び育つこどもたちが、確かな基礎学力のもと、広い視野をもっ

て、社会や人生が変化しても、課題を発見し解決していく力を身につけている状

態をめざします。 

めざす状態 

・難しいことでも失敗を恐れないで挑戦したいと思うと回答した児童・生徒の割合※ 

：令和８年度（2026年度）末までに 70％以上 

・学校だけでなく、地域で様々な学習、体験や交流ができる機会があると感じる

と回答した区民の割合※   ：令和８年度（2026年度）末までに 50％以上 
 

目安とする指標 

※区民アンケート等による 
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いくの塾の様子 

次世代の職業体験プログラム出前授業の様子 
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② まちの教育力を上げる 
 

まち全体で生涯にわたる多様な学習を支える必要があるため、小・中学生が

いろいろな世代と、学校内外で交流して様々な体験や経験ができる機会を拡充

します。 

地域の生涯学習活動や生涯学習推進員を支援し、生涯学習に取り組む区民が

学習の成果を地域に還元できるよう支援するとともに、こどもが地域の大人か

ら学ぶことで、多世代交流を促進します。 

 

  

生涯学習フェスティバルの様子 
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将来ビジョンに掲げるめざすまちの姿の実現に向けた施策を進めていくにあたり、

本市「市政改革プラン 3.1」における「ニア・イズ・ベター16の徹底」にもあるよ

うに自律的な地域運営の促進や区役所業務の更なる改善の推進に取り組んでいきま

す。 

 

Ⅰ 地域活動協議会による自律的な地域運営の促進                  
 

（１）地域の実情に即したきめ細かな支援 
 

頻発する自然災害への備え、複合化する福祉課題への対応など、ますます拡

大する公共の分野への対応として、地域活動協議会の社会的意義はより一層大

きくなっています。 

区内 19 地域で活動している地域活動協議会の活動状況や自律の状況の把握、

地域のニーズ調査、地域カルテ17更新の支援などを通じて地域活動協議会と課

題を共有したうえで、コロナ禍だけでなくアフターコロナも見据え、オンライ

ンの活用など活動の多様化に応じて、地域の実情に即したきめ細かな支援を行

い、より多くの住民参加を促します。 

また、防災、防犯など安心・安全なまちづくり

に係る取組及び地域福祉、子育て支援、地域コミ

ュニティづくりなど、地域特性に即した地域課題

の解決に向けた取組が自律的に進められるように、

まちづくりセンター18等19により、区内の各地域の

実情に即した最適な支援を実施するとともに、自

治会・町内会単位（第一層）20の活動等を支援し、

身近な地域でのつながりづくりと地域活動の活性

化を図りながら、市民活動への支援等を通じて、

様々な活動主体と地域との連携・協働を促進しま

す。 

 

 
16 住民に近いところで行われる決定ほど望ましい、という地方分権の基本的な考え方のこと。 

17 地域ごとに地域特性や地域課題、地域活動協議会の活動状況や運営上の課題などについて、客観化・明確化するための資料のこと。 

18 まちづくりセンター：「大きな公共を担う活力ある地域社会づくり」の実現に向けて、市民による自律的な地域運営を積極的に支援

することを目的としている機能や体制などの総称のこと。 
19 まちづくりセンター等：まちづくりセンター設置当初は本市からの外部委託であったが、現在では、本市の会計年度任用職員による

支援を行う区もあることから、「等」と表記している。 
20 地域活動の対象範囲を表した表現で、第一層とは「自治会・町内会単位」をさしている。なお、平成 29 年（2017 年）１月にま

とめられた「区政の検証」では、第一層のほかに、第二層を「校区等地域単位」、第三層を「区単位」としている。 

各地域の地域活動協議会 

北鶴橋 北鶴橋まちづくり協議会

鶴橋 鶴橋ふれあい協議会

御幸森 御幸森まちづくり協議会

勝山 勝山地域まちづくり協議会

東桃谷 東桃谷地域まちづくり協議会

舎利寺 舎利寺まちづくり協議会

西生野 西生野まちづくり協議会

生野 生野地区運営委員会

田島 田島まちづくり協議会

生野南 生野南ふれあい協議会

林寺 林寺まちづくり協議会

中川 中川地域まちづくり協議会

東中川 東中川地域まちづくり協議会

小路 小路地域まちづくり協議会

東小路 東小路まちづくり協議会

北巽 北巽まちづくり協議会

巽東 巽東まちづくり協議会

巽 巽まちづくり協議会

巽南 巽南まちづくり協議会
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（２）地域活動協議会の意義・求められる機能の理解促進 
 

地域活動協議会の意義や地域活動協議会に求められる準行政的機能21および

総意形成機能22について、地域活動協議会の役員や構成団体、地域住民の理解

が深まるよう積極的な働きかけや発信を行います。 
 

 

Ⅱ 区役所業務の更なる改善と市民の生活の質（QoL）の向上 
 

（１）区役所業務の更なる改善の推進 
 

区役所業務においては、この間業務マニュアルの整備や業務システムの改善

を行い、大阪市 24 区で業務の標準化23を図ってきていますが、各区において

運用面での統一が図られるよう、各区のベストプラクティスをもとにした業務

の標準化とともに、区役所における更なる改善を継続的に行っていく仕組みの

もと、業務の一層の効率化や不適切事務の防止に取り組んでいきます。 

 

（２）生活の質（ＱｏＬ）の向上とデジタル技術の活用 
 

日々の生活や仕事において、スマートフォンやパソコンなどのＩＣＴ機器や

インターネットなどの利用は欠かせないものとなっており、デジタル技術は社

会全体の重要なインフラとなっています。 

そのため、本格的なデジタル社会の到来を見据え、社会環境の変化に的確に

対応し、一人ひとりの満足度、ひいては生活の質（ＱｏＬ）を向上するＤＸを

進めていく必要があり、区役所としても、区民の利便性の向上を図るため、行

政オンラインシステムなどの ICT を活用した行政手続きのオンライン化等に

取り組んでいきます。 

 
21 校区等地域内で、他の市民活動団体が行っていない地域活動をカバー（補完）しながらまちづくりを進めていく機能のこと。 

22 校区等地域の将来像や、住民の様々な意見の調整・取りまとめを行う機能のこと。 

23 作業要領書などの整理を徹底し、作業効率を向上させるとともに、担当者間のムラ及び変更点（引継ぎや制度改正など）に関するリ

スクの低減を図ること。 



 

 

 

 

 

 

 

 

                                

 

 

 

 

 

 

 

 

SDGs 持続可能な開発目標 とは 
 

 

― 大阪ＳＤＧｓ行動憲章 ― 

 

大阪市は２０２５年大阪・関西万博の地元都市として 

万博のテーマである「いのち輝く未来社会のデザイン」に向けて 

１７の目標の達成をめざします。 

１ 貧困をなくそう 

２ 飢餓をゼロに 

３ すべての人に健康と福祉を 

４ 質の高い教育をみんなに 

５ ジェンダー平等を実現しよう 

６ 安全な水とトイレを世界中に 

７ エネルギーをみんなにそしてクリーンに 

８ 働きがいも経済成長も 

９ 産業と技術革新の基盤をつくろう 

 

10 人や国の不平等をなくそう 

11 住み続けられるまちづくりを 

12 つくる責任 つかう責任 

13 気候変動に具体的な対策を 

14 海の豊かさを守ろう 

15 陸の豊かさも守ろう 

16 平和と校正をすべての人に 

17 パートナーシップで目標を達成しよう 

2015年９月の国連サミットで採択された、2030年までに持続可能でよりよい世界を目ざす

国際目標です。17のゴールと 169のターゲットから構成されています。 
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